
社会医療法人　仁生会　　　　　　　

１．資産の評価基準及び評価方法　　　　　　　

２．固定資産の減価償却の方法　　　　　　　　

３．引当金の計上基準　　　　　　　　　　　　

４．消費税及び地方消費税の会計処理の方法　　

５．その他貸借対照表作成のための基本となる重要な事項

　(１)補助金等の会計処理

６．資産及び負債のうち収益業務に関する事項・収益業務からの繰入金の状況に関する事項

　(１)資産及び負債のうち収益業務に係るもの

　(２)収益業務からの繰入金の状況

繰入純額 △ 31,194 4,776 - △ 26,418

前期末残高
（千円）

当期繰入額
（千円）

当期元入額
（千円）

当期末残高
（千円）

運営費補助金については、事業収益に計上しています。

金額（千円）

　資産 37,410

　負債 1,000

　　毎年度均等に組み入れしています。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。　

なお、資産に係る控除対象外消費税額等のうち、税法に定める繰延消費税額等は、その他の固定資産に

計上のうえ、５年間で均等償却しています。

固定資産の取得に係る補助金については、施設設備補助金収益として計上しています。

なお、これらの補助金に関して圧縮記帳は行っていません。

(３)退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき、当事業年度末において

　　発生していると認められる額を計上しています。

　　なお、当法人は、前々会計年度末日の負債総額が200億円未満であることから、簡便法による期末自己都合

　　要支給額を退職給付債務とする方法を採用しています。

　　また、退職給付会計基準の採用により生じる適用時差異 1,124,151千円については、平成30年度から

　　なお、重要性のないものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

(１)貸倒引当金

　　前々会計年度末日の負債総額が200億円未満であることから、法人税法（昭和40年法律第34号）における

　　貸倒引当金の繰入限度相当額を計上しています。

(２)賞与引当金

　　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しています。

　　取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しています。

(２)無形固定資産

　　定額法を採用しています。

(３)リース資産

　　平成20年４月１日以降に契約した所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、

　　リース期間定額法によっています。

　　移動平均法により算定）

(２)たな卸資産の評価基準及び評価方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　最終仕入原価法　

(１)有形固定資産

　　定率法を採用しています。

　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、並びに平成28年４月１日以降に

重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記

自 平成31年 ４月 １日

至 令和２年 ３月 31日

(１)有価証券の評価基準及び評価方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　時価のあるもの

　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は



７．担保に供されている資産に関する事項

　(１)担保に供されている資産

　(２)担保している債務の種類および金額

８．重要な偶発債務に関する事項

　(１)債務保証

相栄会の銀行借入に対し、債務保証（60,000千円）を行っています。

９．その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項

　(１)基本財産の増減及びその残高

　土地 1,907,018 - - 1,907,018

　建物 803,954 - 41,698 762,256

合計 2,710,972 - 41,698 2,669,274

　建物の当期減少額は、減価償却によるものです。

　(２)賃貸借処理をしたファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引は、

以下のとおりです。

　(３)補助金等の内訳並びに交付者、貸借対照表等への影響額
施設設備補助金収益の内訳等は以下のとおりです。

運営費補助金の内訳等は以下のとおりです。

　(４)有形固定資産の減価償却累計額

　有形固定資産については、その取得価額から減価償却累計額を控除して表示しています。

　控除した減価償却累計額は 5,284,223千円です。

　(５)退職給付会計に係る適用時差異

　処理年数　　　６年

　未処理残高　　749,434千円

合計 20,749

平成31年度高知県医療機関等災害対策強化事業費補助金（高知県） 315

介護福祉機器等導入支援事業費補助金（高知県） 583

特定求職者雇用開発助成金（高知労働局） 1,076

令和１年度高知県院内保育所運営支援事業費補助金（高知県） 13,856
令和１年度臨床研修費等補助金（高知県） 4,646

令和１年度高知県新人看護職員研修事業費補助金（高知県） 273

令和１年高知県介護基盤整備等事業費補助金（高知県） 10,512
合計 64,032

内訳（交付者） 計上額（千円）

計 19,684 17,628

内訳（交付者） 計上額（千円）
令和１年高知県介護療養病床転換支援事業費補助金（高知県） 53,520

　　その他の器械備品 2,436 1,787

　　車両及び船舶 1,452 1,428

当期末残高
（千円）

科目 リース料総額（千円） 未経過リース料（千円）

　　医療用器械備品 15,796 14,413

長期借入金 2,252,480

計 4,453,280

前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

計 3,515,872

科目 金額（千円）

短期借入金
(１年内返済予定を含む）

2,200,800

科目 金額（千円）

　建物 1,413,820

　土地 2,102,052


